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 本報告は、国立社会保障・人口問題研究所が 2023 年に実施した「第 9 回人口移動調査」

の個票を用い、移動者の特徴を現在の住宅種類別の移動率として明らかにする。人口移動調

査では、6 つのライフイベント時（出生、中学校卒業、最終学校卒業、就職・結婚直前・直

後、5 年前、1 年前、直近）における居住地のほか、配偶関係、親の居住地、別居子の有無

などの情報を得ることができる。こうした特性を生かして移動者の特徴を整理することは、

東京圏への一極集中の緩和や地方における人口減少の抑制を目的とした政策を、人口移動

の側面から支える知見となることが期待される。また、移動者の特徴を把握することは、個

人情報保護法施行以降の統計調査において課題となっている回答不詳や、その補完に向け

た検討の糸口となる可能性もある。 

そこで本報告は人口移動調査の持つデータを踏まえ、移動者の特徴を明らかにする。貴志

（2022）は、「第 8 回人口移動調査（2016 年）」と 2015 年国勢調査から得られる同じ 5 年

間移動率に差異があることを指摘し、その要因として、単身世帯が多い特異な調査区などの

存在を挙げている。本研究は、これまでに得られている人口移動調査の特性を踏まえつつ、

とくに現住地の住宅種類に注目し、移動者の特徴を整理する。 

現在の住宅種類別・男女別・移動距離別に移動率を整理すると、持ち家は移動率が低く、

賃貸住宅や社宅などの給与住宅では移動率が高いことが確認される（表）。また、公団・公

営住宅では県内移動の移動率が県間移動に比べて高い一方、社宅などの給与住宅では県間

移動で移動率が高いなど、移動距離による違いが大きい種類の住宅もみられる。年齢別にみ

ると、総数でみた場合とは異なる傾向も確認される。例えば、男性の 25～34 歳では、県内

移動よりも県間移動の移動率が高くなっている。また、高齢者を含む高年齢層では、民営賃

貸住宅における県間移動率が、県内移動率に比べて顕著に低くなっている。 

このように、住宅種類別の移動率は、住宅の種類や移動距離によって大きく異なっている

ものの、持ち家は移動性が低いといった、住宅種類ごとの性格を反映した一般的なイメージ

に沿う結果といえよう。ただし、調査区内に特定の種類の住宅が卓越するような特異な調査

区が存在する場合に、全体の移動率に

影響を及ぼす可能性があることに注

意する必要があることが示唆される。

※「第 9 回人口移動調査」の調査票情報は、

統計法 32 条の規程に基づいて使用した。 
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⼥ 3.69 6.11 10.55 15.09 18.95 7.91 5.82
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表：現住住宅別、5 年間移動率 

出典：第 9 回人口移動調査（2023 年）より筆者算出 


